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４-２ 災害ハザード情報の整理と課題分析 

４-３ 防災まちづくりに向けた方針と取組 

４-４ 防災まちづくりの数値目標 

 
 
 

 



 
  

- 30 - 

 江別市地域防災計画

 江別市水防計画

 第3次江別市耐震改修促進計画

 江別市強靭化地域計画 等

江別市都市計画マスタープラン

江別市立地適正化計画

防災指針
連携

 ４-１ 防災指針とは 

（１）防災指針とは 

防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる、都市の防災に関する機能の確

保を図るための指針であり、防災まちづくりの方針や取組等を『立地適正化計画』に位置づ

けるものです。 

本市は、石狩川や千歳川などの洪水災害、土

砂災害、地震災害などの災害リスクを有してい

るため、安全安心な生活の維持のため、必要な

防災・減災対策をハード対策(※１)・ソフト対

策(※２)の両面から取り組み、災害リスクをで

きる限り回避あるいは低減を図ります。 

防災機能が確保されたエリアを土台として

居住の誘導を図るための区域を選定します。 

      図 4-1 防災指針のイメージ 

表 4-1 対象とするハザード種別と本市の考え方 

災害種別 ハザード種別 居住誘導区域設定における考え方 

洪水災害 

想定浸水区域 
リスクの程度を勘案し、必要な防災・減災対策を講じて居住誘導区
域に含む 家屋倒壊等氾濫 

想定区域 

土砂災害 

土砂災害特別警戒区域(※３) 居住誘導区域に含まない 

土砂災害警戒区域(※４) リスクの程度を勘案し、必要な防災・減災対策を講じて居住誘導区
域に含む 急傾斜地崩壊危険箇所 

地震災害 震度 
地震発生時は全市的に揺れるため、居住誘導区域からの除外は困難
であり、必要な防災・減災対策を講じて居住誘導区域に含む 

（参考：大規模盛土造成地(※５)） ハザード区域ではなく、建築規制もないため、居住誘導区域に含む 

（２）防災指針の位置づけ 

本指針は、「第７次総合計画」に即し、「江別市地域防災計画」をはじめとした防災関連の

計画との連携を図るものとします。 

 
 
 
 
 

図 4-2 防災指針の位置づけ 

 
(※１) 建物やインフラ設備などモノによる物理的な対策のこと。（⇔ソフト対策） 
(※２) 施設的な整備を伴わず情報の活用やシステムの運用面等で取り組む対策のこと。（⇔ハード対策） 
(※３) ⼟砂災害が発⽣した場合、建築物に損壊が⽣じ、住⺠の⽣命または⾝体に著しい危害が⽣じるおそれがある区域で、
特定の開発行為に対する許可制や建築物の構造規制等が行われる⼟地の区域のこと。 
(※４) ⼟砂災害防⽌法に基づき指定された「⼟砂災害のおそれがある区域」。⼟砂災害が発⽣した場合、住⺠の⽣命また
は⾝体に危害が⽣ずるおそれがある区域のこと。 
(※５) 面積 3,000 ㎡以上の谷埋め盛⼟、または原地盤の勾配が 20 度以上かつ盛⼟高５ｍ以上の腹付け盛⼟がなされた造
成地。 
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 ４-２ 災害ハザード情報の整理と課題分析 

（１）過去の主な災害発生状況 

平成４年以降、床上浸水や床下浸水の被害は発生していませんが、昭和 56年８月の集中豪

雨では被害総額が 56億 5,381 万円にもおよび、水が引いた後のまちには、深刻な災害の爪痕

が残されました。 

平成 30 年９月６日に北海道胆振地方中東部を震源として発生した北海道胆振東部地震で

は、負傷者が５名、建物被害は 247 棟（令和元年６月末）でした。避難所は６ヶ所開設し、

１日の最大避難者数は 519 名でした。さらに４日間近く停電となった地域もありました。 

 
表 4-2 過去に発生した主な水害 

発生年月 種類 原因 被害 

昭和 45 年４月 融雪 内水湛水 床下 63 戸、田畑浸水 300ha 

昭和 45 年５月 融雪 内水湛水 
床上 27 戸、床下 48 戸、田畑浸水 1,078ha、

道路冠水 10.5km、被害額 25,175 千円 

昭和 47 年９月 集中豪雨 内水湛水 
床上６戸、畑作被害 18.2ha、床下 24戸、

道路４ヵ所、被害額 2,455 千円 

昭和 49 年４月 暴風 低気圧 
家屋等の全半壊、一部破損、被害額 53,879

千円 

昭和 50 年８月 豪雨 

石狩川決壊溢水、

各支川溢水、 

内水湛水 

床上 259 戸、田畑浸冠水 906ha 

昭和 50 年８月 豪雨 台風６号 

床下 241 戸、田畑浸冠水 1,649ha、土木被

害 24 ヵ所、死者１名、被害額 1,150,000

千円 

昭和 54 年 10 月 暴風雨 
台風 20 号、 

内水湛水 

床上１戸、床下 23 戸、田畑浸水 130ha、

被害額 23,905 千円 

昭和 56 年８月 集中豪雨 

石狩川・各支川堤

防決壊、 

溢水、氾濫 

全壊４戸、床上浸水 440 戸、田畑浸冠水

5,509ha、被害額 5,653,816 千円 

昭和 56 年８月 暴風雨 
台風 15 号、 

内水湛水 

床上浸水 91 戸、田畑浸冠水 1,805ha、被

害額 659,845 千円 

平成４年９月 豪雨 内水湛水 
床上８戸、床下 28 戸、被害額 16,308 千

円 

出典：江別市ホームページ「昭和以降の主な水害」より建物被害のあった災害を抜粋 
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（２）洪水災害 

１） ハザード情報の整理 

① 浸水深さ（想定最大規模） 
想定最大規模の降雨により堤防が決壊

した場合、市の北部・西部・東部の広い

範囲で浸水が想定されます。 

市街化区域内では江別地域の一部と、

豊幌地域では 3.0～5.0ｍ未満の浸水が

想定されています。 

 
 
 
 
 
 
 

図 4-3 洪水時の水の深さ 

出典：江別市防災あんしんマップ 

図 4-4 浸水想定区域（想定最大規模） 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水

浸水想定区域図 

 

② 浸水継続時間 
浸水区域の大部分で、１日以上の浸水

が継続することが想定されています。 

市街化区域内では、江別地域の一部や

豊幌地域で３日以上継続すると想定さ

れています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-5 浸水想定区域（浸水継続時間） 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

【前提条件】想定最大規模の降雨を想定。 
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③ 家屋倒壊等氾濫想定区域(※６) 氾濫流 
千歳川の河岸の一部（東光町）で、

家屋倒壊等氾濫想定区域が住宅地に

及んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4-6 浸水想定区域（家屋倒壊等氾濫想定区域 氾濫流） 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

 

２） 災害リスク分析（想定最大規模の降雨により堤防が決壊した場合） 

① 道路網 
国道や高速道路が

第一次緊急輸送道路

(※７)に指定されて

いますが、国道は浸水

被害を受ける可能性

があります。 

また、市内にはアン

ダーパス(※８)が３

箇所あり、大雨の際に

は冠水の恐れがあり

ます。 

 
図 4-7 浸水想定 × 道路網 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

国土数値情報「緊急輸送道路」 

 
(※６) 河川堤防の決壊又は洪水氾濫流により、木造家屋の倒壊のおそれがある区域（氾濫流）。洪水時の河岸侵食により、
木造･非木造の家屋倒壊のおそれがある区域（河岸侵食）。 
(※７) 災害直後から、避難、救助、物資輸送等の活動のために、緊急車両の通行を確保すべき重要な道路。 
(※８) 交差する鉄道や道路などの下を通過する道路。周辺の地面よりも低くなっているため、大雨時など冠水の危険性が
高い。 

【前提条件】想定最大規模の降雨を想定。 
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② 人口密度 
江別地域および豊幌

地域では、人口の集積

エリアでの浸水が想定

されており、防災対策

を講じる必要がありま

す。 

 
 
 
 
 
 

図 4-8 浸水想定 × 人口密度 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

人口：令和２年国勢調査をもとに作成 

 

③ 高齢者人口密度 
江別地域の一部では

高齢者密度が高いエリ

アで浸水が想定されて

おり、避難の際には配

慮が必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-9 浸水想定 × 高齢者人口密度 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

高齢者人口：令和２年国勢調査をもとに作成 

 
 
 
 
 
 

40 人/ha 以上の地域が 

浸水区域に含まれる 

40 人/ha 以上の地域が 

浸水区域に含まれる 

高齢者 20 人/ha 以上の地域 

が浸水区域に含まれる 



 
 

- 35 - 

④ 建築物の地上階数分布 
豊幌地域は２階建て以

上の建物が多く立地して

いますが、想定最大規模

では、浸水深３ｍ以上と

なっています。 

 
 
 
 
 
 
 

図 4-10 浸水想定 × 建築物の地上階数分布 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

令和４年度都市計画基礎調査「建物利用現況」 

 

⑤ 要配慮者利用施設 
浸水想定区域内において、56

施設が要配慮者利用施設(※９)

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 4-11 浸水想定 × 要配慮者利用施設 

出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

要配慮者利用施設：江別市 浸水想定区域内における要配慮者利用施設一覧 

 
 
 
 
 

 
(※９) 社会福祉施設、学校、医療施設、その他防災上の配慮を必要とする人が主に利用する施設。 

平屋建てが集積 

工業団地のため 

居住誘導区域に含めない 

２階建て以上の建物

が多く立地 
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⑥ 洪水指定避難所・指定緊急避難場所 
洪水に対する指定避

難所・指定緊急避難場

所は 33 箇所あります

が、すべて浸水想定区

域の外に立地しており、

豊幌地域からは、早め

の避難行動が必要とな

ります。 

 
 
 
 

図 4-12 浸水想定 × 洪水指定避難所・指定緊急避難場所 
出典：札幌開発建設部 石狩川下流（本川・支川重ね図）洪水浸水想定区域図 

指定避難所・指定緊急避難場所：江別市防災あんしんマップをもとに作成 

 

３） 河川の主な整備計画 

本市の主流な河川であ

る石狩川、幌向川、夕張

川、千歳川については、

1/100～1/150 規模の雨量

(※１０10)である昭和 56 年

の豪雨と同規模の降雨に

も耐えられる整備を進め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 河川の整備計画 

 
(※１０10)100 年から 150 年の間に 1 回発生する確率の降雨量。 

【幌向川】 
 Ｈ15～Ｈ21 に堤防整備済み 

 一部、断面が狭い橋梁区間を整備中 

【石狩川】 
 千歳川や夕張川の合流部の堤防を特に

強化 （まちづくりとも連携） 

 上流では中流遊水地を整備中 

【夕張川】 
 河道掘削により河川断面確保 

 上流ではダムの整備により貯留

機能を確保 

【千歳川】 
 広域にわたり堤防整備中 

 江別太の遊水地を含む遊水地群が整備済み 
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４） 河川のタイムライン（防災行動計画） 

近年では、タイムラインという河川ごとに水位と避難行動の目安を周知するなど、ソフト

施策を実施しています。 

 

 
図 4-14 河川のタイムライン 
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（３）土砂災害 

１） ハザード情報の整理 

① 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域・急傾斜地崩壊危険箇所 
土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域は市街化区域内の３箇所に指定されており、

上江別東町では住宅が土

砂災害警戒区域に立地し

ています。 

また、市内には急傾斜地

崩壊危険箇所が８箇所あ

ります。 

 

 

 

 

 

 

図 4-15 土砂災害 

出典：土砂災害（特別）警戒区域：北海道土砂災害警戒区域情報システム 

急傾斜地崩壊危険箇所：江別市防災あんしんマップより作成 

 

② 大規模盛土造成地 
谷埋め型の盛土造成

地に該当する箇所が25

地点存在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 大規模盛土造成地 
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③ 地形 
南端部の道立野幌森林公園内

の 93ｍが最高標高で、市街地は

なだらかで起伏の少ない地形と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-17 地形 

出典：国土地理院 基盤地図情報 数値標高モデルより作成 

 

２） 災害リスク分析 

① 建築物の立地状況 
土砂災害警戒区域

および急傾斜地崩壊

危険箇所の一部には、

住宅等建築物が立地

しています。 

なお、土砂災害特別

警戒区域には、住宅等

建築物の立地はあり

ません。 

 
 
 

図 4-18 土砂災害 × 建築物の立地状況 

出典：北海道土砂災害警戒区域情報システム 

建築物立地：令和４年度都市計画基礎調査「建物利用現況」 

 

上江別東町の住宅 14 軒が 
土砂災害警戒区域に立地 

大麻栄町の住宅4軒が土砂災害警戒区域に立地 
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（４）地震災害 

１） ハザード情報の整理 

① 想定最大震度 
想定最大震度は市街化区域の大

部分で震度６強となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4-19 想定最大震度 

出典：江別市防災あんしんマップより作成 

 

２） 災害リスク分析 

① 建築年 
新耐震基準に移行

する以前に建築され

た建築物が市街地に

広く分布しています。 

（1981 年以前の建築

物でも元々耐震性が

高い、既に耐震化を実

施しているなどの場

合があり、すべてが耐

震性に問題があるわ

けではありません。） 

 

図 4-20 揺れやすさ × 建築年 

※1981 年６月に新耐震基準に移行 

出典：揺れやすさ分布 江別市防災あんしんマップをもとに作成 

建築年：令和４年度都市計画基礎調査「建物利用現況」 
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② 市有建築物の耐震化状況 
市役所・市民会館・

青年センターは耐震性

が不十分となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-21 揺れやすさ分布 × 市有建築物の耐震化状況 

出典：揺れやすさ分布 江別市防災あんしんマップをもとに作成 

耐震化状況：第３次江別市耐震改修促進計画をもとに作成 
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（５）防災上の課題整理 

災害リスク分析の結果を踏まえて、市全体の課題および地域別の課題を整理しました。 

 

表 4-3 防災における課題の整理 

災害種別 市全体の課題 地域別の課題 

洪水災害 

 想定最大規模において広範

囲な浸水が想定される。 

 

⇒治水対策とともに、住民の防

災意識を高め、災害に備える

必要がある。 

【江別地域の一部・豊幌地域】 

 ３ｍを超える浸水や氾濫流が想定される。 

 浸水継続時間が３日以上続き、緊急輸送道

路となる国道も浸水する可能性がある。 

 高齢者の多いエリアや要配慮者支援施設が

浸水想定区域に存在する。 

 浸水想定区域外に位置する指定緊急避難場

所・指定避難所まで距離がある。 

 

⇒早めの避難行動が取れる体制づくり 

住民の防災意識を高め、災害に備える必要が

ある。 

要支援者の避難の在り方を地域等とともに

講じる必要がある。 

土砂災害 ー 

【上江別東町・大麻栄町・元野幌・工栄町・大

麻中町・文京台の一部】 

 土砂災害警戒区域・急傾斜地崩壊危険箇所

の付近に住宅がある。 

 

⇒近隣住民への危険の周知を行い、防災意識を

高める必要がある。 

地震災害 

 市全域で大きな揺れが起こ

る可能性がある。 

 

⇒耐震化や身近な対策等、減災

に努める必要がある。 

ー 

大規模盛土 

造成地 

 谷埋め型の盛土造成地に該

当する箇所が 25 地点存在す

る。 

 

⇒経過を注意深く観察していく

必要がある。 

ー 
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市全体の課題 

洪水浸水想定区域 

 治水対策とともに、住民の防災意識を高め、災害に備える必要がある。 

地震災害 

 耐震化や身近な対策等、減災に努める必要がある。 

大規模盛土造成地 

 経過を注意深く観察していく必要がある。 

市街地における課題図 

 
 

 

 

 

 

 

 
図 4-22 防災における地域別課題 

浸水想定区域の課題 

 早めの避難行動が取れる体制をつく

る必要がある。 

 住民の防災意識を高め、災害に備える

必要がある。 

 避難行動要支援者の避難の在り方を

地域等とともに講じる必要がある。 

土砂災害警戒区域等・ 

急傾斜地崩壊危険箇所の課題 

 近隣住民への危険の周知を行い、防

災意識を高める必要がある。 
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 ４-３ 防災まちづくりに向けた方針と取組 

 

将来都市像の実現に向けた都市づくりを目指すため、都市の防災に関する方向性を示す、

防災まちづくりの基本方針を定めます。基本方針に基づき取組方針を定め、具体的な取組を

災害種別や実施地域ごとに推進することにより、市街地全体の防災機能が確保され、誰もが

安心して住み続けられる居住地の形成が図られます。 

（１）防災まちづくりの基本方針・取組方針 

４-２「災害ハザード情報の整理と課題分析」で示した防災における地域課題、及び第７次

総合計画や都市計画マスタープラン等の上位関連計画における基本目標を踏まえ、更なる災

害に強いまちづくりを実現するため、防災まちづくりの基本方針及び取組方針を設定します。 

本計画においては、基本方針を都市づくりの方針（ターゲット）に設定している「高い防

災力により、安心な暮らしがいつまでも続くまち」とし、防災まちづくりを推進するために

は、「避難体制の確保」や「市民防災意識の向上」、「情報発信の強化」などのソフト対策を中

心に、「災害リスクの低減を目的とした施設整備等」のハード対策を組み合わせて総合的に施

策を展開し、「迅速・確実に避難できる体制」の構築が最も重要であるとしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

取組方針 
 
 
 

迅速・確実に避難できる体制の構築が最重要 

高い防災力により、安心な暮らしがいつまでも続くまち 基本方針 

避難体制の確保 市⺠防災意識の向上 

防災に係る情報発信の強化 施設等の災害リスク低減 
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（２）ハザード別の取組方針 

防災まちづくりの基本方針に基づき、課題に対応するために、防災・減災対策の方針を以

下のように設定します。 

 ハザード別取組方針（市全体） 

 ハザード別取組方針（対象区域） 

 

 

図 4-23 ハザード別取組方針 

取組方針 洪水災害 地震災害 

避難体制の確保 
 避難計画の作成の促進 
 要配慮者への対応 
 支援体制、協力体制の構築 

 避難計画の作成の促進 
 要配慮者への対応 
 支援体制、協力体制の構築 

市民防災意識の向上 
 防災知識の普及、啓発 
 避難訓練の実施 

 防災知識の普及、啓発 
 避難訓練の実施 

情報発信の強化 
 危険箇所や避難所の周知 
 効果的な防災情報発信 

 ハザード情報や避難所の周知 
 効果的な防災情報発信 

災害リスク低減  河川の治水対策の推進  建築物等の耐震化の促進 

取組方針 土砂災害・急傾斜地 

市民防災 
意識の向上 

 防災知識の普及、
啓発 

情報発信の
強化 

 情報伝達体制の
確立 

取組方針 洪水災害 

避難体制の 
確保 

 避難計画の作成の促進 
 要配慮者への対応 
 支援体制・協力体制の構築 

市民防災 
意識の向上 

 防災知識の普及・啓発 
 避難訓練の実施 

情報発信の 
強化 

 危険箇所や避難所の周知 
 効果的な防災情報発信 
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（３）防災まちづくりに向けた取組 

防災まちづくりの基本方針や取組方針に基づき、安全・安心な居住環境を実現するため、

ハード・ソフト両面から災害種別ごとの具体的な取組を以下に示します。 

なお、取組の実施にあたっては、市民、国、北海道、江別市、事業者などが連携するとと

もに、長期的な視点を持って、短期（概ね５年程度）、中期（概ね 10 年程度）、長期（概ね

20 年程度）に区分し、各取組のロードマップを定めます。 

表 4-4 防災対策の取り組み（１/２） 

災害種別 実施地域 取組内容 

対策種別 
（ハード・

ソフト） 

 

取組方針 

実施主体 

期間 

短
期
⺺
⺶
５
年
⺻ 

中
期
⺺
⺶
10
年
⺻ 

長
期
⺺
⺶
20
年
⺻ 

共通 市内全域 

ハザードマップ、ホームページ、

防災講座等による危険箇所、避難

所の周知 

ソフト 
市  

  

情報発信

の強化 

防災情報発信の多重化 
ソフト 

市 
 

  情報発信

の強化 

ホームページ、広報誌、防災講座、

学校教育等を通じた防災知識の普

及・啓発と身近な対策の促進 

ソフト 

市   
 

市民防災 

意識の向上 

学校、職場、施設、地域等での災

害に備えた避難訓練の実施 

ソフト 

市・市民   
 

市民防災 

意識の向上 

民間事業者や関係機関等と災害時

における協定を締結し、協力体制

を構築 

ソフト 
国 ・ 道 ・

市・事業者 
  

 
避難体制

の確保 

避難行動要支援者の把握及び市・

関係機関・地域等との連携による

避難支援体制づくり 

ソフト 

市・市民 
 

  避難体制

の確保 

道路施設の定期的な点検や補修等

の推進による安全な避難経路の確

保 

ソフト 

ハード 
国・道・市   

 

避難体制

の確保 

個別避難計画の作成の促進 
ソフト 

市・市民   
 

避難体制

の確保 

土砂災害 

大規模盛土 

造成地 

対象地の定期的な点検 

（必要に応じて調査） 

ソフト 

市 
  

 災害リス

クの低減 

土砂災害 

特別警戒区

域・土砂災

害警戒区域 

対象住民に対する情報伝達体制の

確立 

ソフト 

市・市民 
 

  
情報発信

の強化 

令和 15 年  

取組の推進や体制の構築      取組の継続 
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表 4-5 防災対策の取り組み（２/２） 

災害種別 実施地域 取組内容 

対策種別 
（ハード・ 

ソフト） 

 

取組方針 

実施主体 

期間 

短
期
⺺
⺶
５
年
⺻ 

中
期
⺺
⺶
10
年
⺻ 

長
期
⺺
⺶
20
年
⺻ 

洪水・ 

土砂災害 

浸水想定 

区域・ 

土砂災害警

戒区域等 

優先的な個別避難計画の作成の

促進 

ソフト 

市・市民 
  

 避難体制の

確保 

要配慮者利用施設における避難

確保計画の作成の促進 

ソフト 
市・ 

事業者 

 
  避難体制の

確保 

洪水 

市内全域 

警戒レベルを多様な媒体で発信 
ソフト 

市   
 

情報発信の

強化 

水防計画に基づき、河川や水路等

の施設を巡視 

ソフト 
市・市民・ 

事業者 
  

 
災害リスク

の低減 

河川の堤防整備などの推進 
ハード 

国・道・市  
 

 災害リスク

の低減 

河川、水路の浚渫や排水機場の

適切な維持管理 

ハード 

国・道・市   
 

災害リスク

の低減 

浸水想定

区域 

河川増水時のタイムライン（防災

行動計画）の周知 

ソフト 

国・市  
 

 情報発信の

強化 

江別地域・

野幌地域の

一部 
(千歳川流域) 

千歳川流域の堤防整備、河道掘削

の推進 

ハード 

国・道 
 

  災害リスク

の低減 

千歳川流域の内水対策（排水機場

や水路などの整備や雨水の流出

抑制等）の推進 

ハード 
国・道・市・ 

事業者 
 

 
 災害リスク

の低減 

地震 市内全域 
木造住宅等の耐震化に関する支

援 

ソフト 

市  
 

 
災害リスク

の低減 
令和 15 年  

取組の推進や体制の構築      取組の継続 
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 ４-４ 防災まちづくりの数値目標 

 

災害時、自ら避難することが困難であり、支援を必要とする「避難行動要支援者」とされ

る方たちは、情報を速やかに入手できないという不安があります。大規模災害時等に要支援

者の方々に迅速かつ安全な避難をしてもらうためには、自治会など地域の住民組織による避

難支援体制の充実が必要不可欠となります。 

そこで、避難行動要支援者避難支援制度(※１１11)に参画する協力自治会の割合を以下のとお

り設定します。 

 
目標指標 避難行動要支援者避難支援制度に参画する協力自治会の割合 

 
基準値 中間目標値 目標値 

令和５(2023)年 令和 10(2028)年 令和 15(2033)年 

43％ 中間目標値 ≧ 59％ 目標値 ≧ 75％ 

指標の算定方法 

・基準値は、全 164自治会の内、71 自治会が参画（時点：令和５年 10 月末現在） 

・目標値は、全 164自治会の内、123自治会の参画 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
(※１１11) 避難行動要支援者名簿を避難行動要支援者の同意を得て地域の支援団体に提供し、その情報をもとに地域の支え
合いで災害時の被害を減らそうとする制度。 


